
グループSDGs宣言の策定について
　琉球銀行グループは、国連の提唱する「SDGs」（持続可能な開発目標）の趣旨に賛同し、
地域の皆様とともに持続可能な社会を実現するために、2019年11月「りゅうぎんグループ
SDGs宣言」を策定しました。
　琉球銀行は、「地域から親しまれ、信頼され、地域社会の発展に寄与する銀行」を経営理
念とし、これまでも本業である金融業や各種の地域貢献活動等を通じて、地域の経済・社
会・環境の維持・発展に取り組んでまいりました。
　地方銀行を取り巻く環境が厳しさを増す中、今まで取り組んできた地域との共生をさらに
推進し、SDGsの達成に貢献することが、琉球銀行の経営理念の実現に資するものと考え、
今般の宣言策定に至りました。
　琉球銀行グループは、今後も役職員一同、地域の持続可能性確保のための活動を継続し
てまいります。

金融グループとしての責任
りゅうぎんグループは、グループ連携を通じて円滑に金融仲介機能を発揮する
とともに、顧客本位のビジネスモデルを構築・実現し、地域経済の持続的な発
展に貢献します。

地域社会の持続可能性の確保
りゅうぎんグループは、性別、国籍、障がいの有無、経済的な格差等による不
平等をなくし、持続可能な地域社会を実現するため、地域社会の課題解決に向
けた施策を継続的に実施します。

地球環境保護への貢献
りゅうぎんグループは、地域の持続可能性確保の前提として地球環境の保護が
重要との認識のもと、地球温暖化の抑止や自然環境・生態系保護のための活
動を積極的に行います。

グループSDGs宣言

「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目
標）」のことで、2015年9月に国連加盟国で採択された「持
続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載の2030年
までの国際目標です。「誰も置き去りにしない」という理念を
掲げ、貧困・教育・環境などに係る17のゴールと169のター
ゲットから構成されています。

SDGsとは
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▪地域経済活性化への取り組み
OKINAWA	Startup	Program	2021-2022
県内企業7社や県内外の起業家支援機関と連携し、沖縄から革新的で競争力のあるべン

チャー企業（スタートアップ）の創出・育成を行う「OKINAWA	Startup	 Program」を
2016年度から継続的に実施しています。本プログラムの参加企業（チーム）には、当行
および県内外の起業家支援機関がビジネスプラン熟成のメンタリング等を行い、事業化
が見込まれる優れたプランに関しては、BORべンチャーファンドからの出資やパートナー
企業とのマッチング等のサポートを実施しています。

日本ATM株式会社（現・SocioFuture株式会社、代表取締役　中野	裕）との間で、	
県産品の中国への販路拡大を目的とした中国居住者向け越境ECサービス「八百萬商店街」
（運営会社：株式会社八百萬、代表取締役　植田	哲士）へ出品者となる県内企業を紹介	
する顧客紹介契約を締結しました。
日本全国各地から選りすぐられた名産品を越境ECサイトで販売することに加え、中国

の提携小売店「しんせん館」などにおいてサンプル品を展示しました。

リアルとネットの融合型越境ECサービス「八百萬商店街」の事業開始

イメージ図

成果発表会
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2019年度より沖縄県の各地域との間で、「キャッシュレス推進に関する連携協定」を締
結しており、各地域におけるキャッシュレス支払い導入を促進し、地域住民や観光客に便
利な環境を提供することで、地域を活性化させる取り組みを推進しています。
これまでに累計で17の地域との連携となり、地域のキャッシュレス環境の改善やICTを
活用した新たな産業の振興に取り組んでいます。

キャッシュレス推進に関する連携協定の締結

りゅうぎん通帳アプリ・りゅうぎんアプリの提供開始
いつでも口座残高やお取引明細を確認することができ、窓口やATMでの通帳記帳の手
間を省くことができるアプリを提供しています。

キャッシュレス推進連携協定調印式
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■ 地域社会および職場に 
おける平等の確保

りゅうぎんユイマール助成会

「りゅうぎんユイマール助成会」は、1993年に琉球銀行の創立45周年を記念して設
立した基金です。毎年、役職員に募金を募り、さらに同額を銀行が寄付することで基
金を造成します。
設立からの助成額は1,333件、2億3,536万円となりました。（2022年3月現在）

「りゅうぎんユイマール助成会」を通じて、地域の
社会福祉活動や環境保全活動を支援しています。
2021年度は115団体に対し、合計1,012万円の助成
金を贈呈しました。

■子ども居場所づくりイベント事業へ助成
2017年度から「子ども居場所づくりイベント事業」を実施している団体に対して、継
続的に事業費を助成しています。
誕生日会、夏祭り、クリスマス会など子ども達が中心となり実施するイベントに対し、
2021年度は45団体に合計133万円の助成金を贈呈しました。

助成金贈呈式

■18歳で児童養護施設等を卒業する子ども達を応援
2017年度から「18歳で児童養護施設等を卒業する子ども達の応援
事業」として、毎年3月に児童養護施設および里親家庭を卒園等し、
就学・就職する児童に対して、支援金として一人5万円を贈呈してい
ます。
2021年度は、壮行会の場や児童養護施設等の近隣にある営業店に
て贈呈式を開催し、33名の子ども達へ、合計165万円の支援金を贈
呈しました。

贈呈式写真

支援金贈呈式
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■「結核予防複十字シール募金運動」寄付金を贈呈
琉球銀行は28年にわたり結核予防複十字シール募金運動に参
加しており、2021年度も寄付金を贈呈いたしました。

■	｢沖縄県母子寡婦福祉連合会｣ へ奨学金を
贈呈
沖縄県内における母子家庭および寡婦に対
し、その生活の安全と福祉の増進に寄与する
ため、生活支援・就業支援・奨学金給付・売
店等の経営および普及啓発等の事業を行い、
より良い社会の形成の増進を図る事業活動を
行っている「沖縄県母子寡婦福祉連合会」へ
助成金を奨学金として贈呈しました。

■「沖縄県交通遺児育成会」へ職場募金を贈呈
交通事故により死亡もしくは後遺障害者と
なった保護者を持つ子ども達に対し、奨学・
育成金を給付し、支援・育成事業を行ってい
る「沖縄県交通遺児育成会」へ職場募金を贈
呈しました。

■	｢日本赤十字社沖縄県支部｣ へ活動資金を
贈呈
「人間を救うのは人間だ」という提唱に賛
同し、赤十字の人道的活動を継続支援してい
ます。資金は、赤十字活動（国内の災害救護
活動・海外での救護開発協力活動・地域のボ
ランティア活動支援・青少年赤十字・救急法
の普及など）に活用されています。

■	「沖縄被害者支援ゆいセンター」へ職場募金
を贈呈
犯罪や交通事故の被害者や、そのご家族の
ために支援活動を行っている「沖縄被害者支
援ゆいセンター」へ職場募金を贈呈しました。

複十字シール運動とは、結核予防を中心とした胸の病気をなくして、健
康で明るい社会をつくるための運動です。その実現のために募金活動
を行うとともに、病気への理解を広め、予防の大切さを伝えています。

※公益財団法人結核予防会リーフレットより
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りゅうぎん国際化振興財団
当行の創立40周年を記念して設立した「一般財団法人りゅうぎん国際化振興財団」は、
諸外国との人的、経済的交流に資する事業等の実施および助成を行うことを通じて、国
際相互理解を図り、沖縄県の国際化に寄与することを目的としています。2021年度は沖
縄県の国際化に寄与する4団体へ、合計170万円の助成金を贈呈しました。

助成金贈呈式

■りゅうぎん海外留学支援事業
2018年3月から沖縄県内の学生等の諸外国への留学支援のため「りゅうぎん海外留学
支援事業」を開始しています。「りゅうぎん海外留学支援事業」は、当行の創立70周年事
業の一つとして起ち上げた事業で、返還義務のない奨学金を提供し、経済的な理由で留
学が困難な学生および専門性の高い学業を目指す学生や社会人を支援すること、および
人材育成を通して社会の発展に寄与することを目的としています。
2021年度は、高校生1名、大学院生2名の計3名の留学派遣予定者が決定しました。

留学派遣予定者激励会
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「新型コロナウイルス禍における在住外国人の生活支援事業」への寄付金贈呈

沖縄のアール・ブリュット常設展示ギャラリー／全日本仮囲いアートミュージアム
県内特別支援教育関係者を中心に障がい者（児）の創作・表現活動を支援しているアー
トキャンプ2001の活動基盤づくりの支援として、2017年度より那覇ポートビル1階、本
店営業部内に「沖縄のアール・ブリュット常設展示ギャラリー」を設置しています。
また、旧本店ビルの解体工事の仮囲い（工事防護板）に、全日本仮囲いアートミュー
ジアム「BANK	OF	THE	RYUKYUS	GALLARY」（企画：株式会社ヘラルボニー	代表取締
役社長　松田	崇弥）をオープンしています。
どちらも障がい者のアート作品を広く県民に発信する機会をつくり、社会参加を促進
することを目的としています。

国際交流推進事業を実施している「公益財団法人沖縄県国際交流・人材育成財団」へ
寄付金を贈呈しました。
「公益財団法人沖縄県国際交流・人材育成財団」は、地域国際化協会として総務省から
認可を受け、在住外国人をはじめ地域住民が暮らしやすいまちづくりに取り組んでいま
す。
今回の寄付金は、「新型コロナウイルス禍における在住外国人の生活支援事業」に活用
されます。

助成金贈呈式

沖縄のアール・ブリュット常設展示ギャラリー 全日本仮囲いアートミュージアム

参考：アール・ブリュット
アール・ブリュットとは、既存の美術や文
化潮流とは無縁に制作された美術作品の意
味で、英語では「アウトサイダー・アート」
と呼ばれ、日本では「加工されていない生
（き）の芸術」と訳されます。伝統や流行、
教育などに左右されず、自身の内側から湧
きあがる衝動のままに表現した芸術で、フ
ランスの画家ジャン・デュビュッフェによ
って考案されたことばです。
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琉球銀行牧港支店「ZEB	Ready」の認定を取得
当行の牧港支店が国土交通省公示に基づく第三者機関より「ZEB	Ready（ネット・ゼ
ロ・エネルギー・ビルディング）」の認定を受けました。
「ZEB」とは、先進的な建築設計によるエネルギー負荷の抑制や高効率な設備システム
の導入等により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギー化を実現した上で、年
間の一次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指した建築物のことです。エネ
ルギー消費量の削減率に応じ、基準建物に対し年間エネルギー消費量を100%以上削減し
たものを「ZEB」、75%以上を「Nearly	ZEB」、50%以上を「ZEB	Ready」、40%以上
を「ZEB	Oriented」と4段階に区分しています。

▪地球環境保護のための具体的な行動

「ZEB	Ready」を実現した牧港支店での
先進的な取り組み
①	　全熱交換機を導入することによっ
て空調負荷の低減
②	　LED照明や人感センサーなどを用
いることで消費エネルギーの削減
③	　デマンド監視装置を設置すること
により契約電力の推移の観察
④	　太陽光発電設備（20kW）の導入

ZEHまたはBELSを取得した際の住宅ローン・アパートローンの金利優遇
2021年10月より、「ZEH」※1または「BELS」※2を新たに取得した住宅・アパートにつ
いて、住宅ローン・アパートローンの金利を優遇する取り扱いを開始しています。
建築物の省エネ性能を表示する制度である「ZEH」や「BELS」を取得した際にローン
商品の金利優遇を行うことで、サステナビリティへの取組支援を行うことを目的として
います。

※1「ZEH」（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）
高効率な設備システムの導入により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネル
ギーを実現し、再生可能エネルギーを導入することにより、年間の一次エネルギー
消費量の収支がゼロとすることを目指した住宅

※2「BELS」
新築・既存の建築物において、省エネ性能を第三者評価機関が評価し認定する制度
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カーボンオフセットの実施
当行が特別協賛している、働く障がい者の製品展示販売会りゅうぎんプレゼンツ「ナイ
スハートバザールイン宮古島」、「ナイスハートバザールイン石垣島」において、同イベ
ントで排出されるCO2排出量を国内クレジット先より買い取るカーボンオフセットを実
施しました。
このカーボンオフセットの実施により、沖縄の環境保護活動を行う団体への寄付が行わ
れています。2021年度はイリオモテヤマネコ保護基金に寄付されました。

地域環境ボランティア
各営業店では、地域の環境美化のため、清掃ボランティア活動等を積極的に行っていま
す。
2021年度は、海浜に漂着した軽石の除去や、駐車場に堆積した砂の移動、周辺道路の
ゴミ拾いを行うビーチ清掃への参加ならびに漁港、国際通りなど地域の清掃活動を実施
しました。
それぞれの地域において、地域の皆様と協力し合い、地域の環境美化に取り組んでいま
す。

第6回ナイスハートバザールイン宮古島

宮古支店（与那覇前浜ビーチ清掃）

名護支店・大宮支店（名護さくら開花プロジェクト）名護支店（クリーンアップ大会）

第4回ナイスハートバザールイン石垣島

壺屋支店（ちゅら那覇クリーンアップ活動）

若狭支店（地域清掃活動）
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